
（平成２５年７月３１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 7 件



 

関東千葉厚生年金 事案 5188 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成６年８月１日から７年８月１日までの期間につい

て、Ａ社の事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、当該

期間に係る標準報酬月額の記録を６年８月から同年 10 月までは 53 万円、

同年 11 月から７年７月までは 59 万円に訂正することが必要である。 

  また、申立期間のうち、平成９年 12 月１日から 10 年 10 月１日までの

期間について、Ｂ社の事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、当該

期間に係る標準報酬月額の記録を 41 万円に訂正することが必要である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年８月１日から７年８月１日まで 

          ② 平成９年 12 月１日から 10 年 10 月１日まで 

 私が厚生年金保険に加入している期間のうち、申立期間①及び②の標

準報酬月額が大幅に引き下げられていることに納得できない。一部の給

与明細書を提出するので、調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほ

しい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人のＡ社にお

ける標準報酬月額は、当初、申立人が主張する平成６年８月から同年

10 月は 53 万円、同年 11 月から７年７月までは 59 万円と記録していた

ところ、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日

（同年８月１日）の後の同年８月７日付けで、同年７月１日から同年８

月１日までの期間の標準報酬月額を 20 万円に遡及して引き下げており

さらに、同年９月 11 日付けで、６年８月１日から７年８月１日までの

期間の標準報酬月額を９万 2,000 円に遡及して引き下げられていること

が確認できる。 

  また、申立人から提出された申立期間①に係る給与明細書において、

平成６年９月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年７月ま

では 59 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額が支給され、当該標準

、

  

 



 

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

 一方、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間①に

おいて当該事業所の取締役であったことが確認できるが、複数の元同僚

は、「申立人は、現場担当であり、社会保険事務には関与していなかっ

た。」と供述していることから、申立人は、当該遡及訂正処理に関与し

ていないと認められる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような

処理を行うべき合理的な理由は見当たらず、当該標準報酬月額に係る記

録訂正は有効なものとは認められないことから、申立人の申立期間①に

係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、

平成６年８月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年７月ま

では 59 万円に訂正することが必要である。 

   

   

 

  ２ 申立期間②については、オンライン記録において、申立人のＢ社にお

ける標準報酬月額は、当初、申立人が主張する 41 万円と記録していた

ところ、平成 10 年６月５日付けで、９年 12 月１日に遡及して標準報酬

月額を 20 万円に引き下げられ、その後、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなった日（10 年 10 月６日）と同日付けで、９

年 12 月１日に遡及して標準報酬月額を９万 2,000 円に引き下げられて

いることが確認できる。また、事業主及び申立人以外の役員についても、

オンライン記録によると、同日付けで遡及して標準報酬月額を引き下げ

られている。 

   さらに、申立人から提出された申立期間②に係る一部の給与明細書に

おいて、平成 10 年１月及び同年３月から５月までの期間は 41 万円の標

準報酬月額に相当する報酬月額が支給され、当該標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、複数の元同僚は、申立期間②当時、当該事業所は経営不振で資

金繰りに苦労しており、社会保険料も滞納していた旨供述している。 

   一方、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間②に

おいて当該事業所の取締役であったことが確認できるが、申立人の申立

期間②における社会保険業務に関する権限について、元同僚は、「申立

人に権限は無かったと思う。」と供述し、ほかの元同僚は、「社会保険

関連業務の手続は、社長が行っていた。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、平成 10 年６月５日及び同年 10 月６日

付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保

険事務所において、このような処理を行うべき合理的な理由は見当たら

ず、当該標準報酬月額に係る記録訂正は有効なものとは認められないこ

とから、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険

事務所に当初届け出たとおり、41 万円に訂正することが必要である。 

 

 

 

 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5189 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

Ａ社Ｂ支店における申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月

10 日は 40 万円、18 年６月８日は 56 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月 10 日 

           ② 平成 18 年６月８日 

  私のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期

間①及び②の標準賞与額の記録が無い。申立期間①及び②の賞与から厚

生年金保険料が控除されていたので、標準賞与額の記録を認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された平成 18 年６月の賞与支給明細書、Ａ社から提出

された 15 年 12 月及び 18 年６月に係る賞与一覧表並びに当時の社会保険

担当役員の回答により、申立人は、15 年 12 月 10 日に 40 万円、18 年６月

８日に 56 万円の賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、当時の役員は納付したとしているが、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5190 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準報酬月

額に係る記録を、平成９年７月は 36 万円、同年８月から 12 年４月までは

34 万円、同年５月及び同年６月は 28 万円、同年７月は 26 万円、同年８

月から同年 11 月までは 28 万円、同年 12 月は 26 万円、13 年１月から 14

年 11 月までは 28 万円、同年 12 月から 15 年 11 月までは 26 万円、同年

12 月から 16 年８月までは 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年７月１日から 16 年９月 21 日まで 

私は、昭和 54 年 12 月１日から平成 16 年９月 20 日まで、Ｂ区に所

在するＡ社に正社員として勤務していたが、９年７月から退職までの厚

生年金保険の標準報酬月額が減額されているのは納得できない。給与明

細表と預金通帳を提出するので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間のうち、平成９年７月１日から 10 年５月１日ま

での期間、同年６月１日から同年 11 月１日までの期間及び 12 年６月１日

から 13 年２月１日までの期間の標準報酬月額については、申立人が所持

する給与明細表により確認できる報酬月額又は保険料控除額から、９年７

月は 36 万円、同年８月から 10 年４月までの期間は 34 万円及び同年６月

から同年 10 月までの期間は 34 万円、12 年６月は 28 万円、同年７月は 26

、

 

 



 

万円、同年８月から同年 11 月までの期間は 28 万円、同年 12 月は 26 万円

並びに 13 年１月は 28 万円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 10 年５月１日から同年６月１

日までの期間、同年 11 月１日から 12 年６月１日までの期間及び 13 年２

月１日から 16 年９月 21 日までの期間の標準報酬月額については、給与明

細表を所持していないものの、前後の月の給与明細表、預金通帳明細表の

給与振込額及びＣ市から提出された 12 年度から 17 年度までの市民税課税

台帳により推認できる報酬月額又は保険料控除額から、10 年５月及び 10

年 11 月から 12 年４月までの期間は 34 万円、12 年５月及び 13 年２月か

ら 14 年 11 月までの期間は 28 万円、同年 12 月から 15 年 11 月までの期間

は 26 万円並びに同年 12 月から 16 年８月までの期間は 28 万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、申立人が所持する給与明細表等

において確認又は推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬

月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が長期間に

わたり一致していないことから、事業主は、給与明細表等で確認又は推認

できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5191 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準報酬月

額に係る記録を、平成９年７月から 12 年４月までは 24 万円、12 年５月

から 16 年８月までは 26 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年７月１日から 16 年９月 21 日まで 

私は、昭和 54 年 12 月１日から平成 16 年９月 20 日までＢ区に所在

するＡ社に正社員として勤務していたが、９年７月から退職までの厚生

年金保険の標準報酬月額が減額されているのは納得できない。給与明細

表と預金通帳を提出するので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成９年７月１日から 10 年５月１日ま

での期間、同年６月１日から同年 11 月１日までの期間及び 12 年６月１日

から 13 年２月１日までの期間の標準報酬月額については、申立人が所持

する給料明細表により確認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成９

年７月から 10 年４月までの期間及び同年６月から同年 10 月までの期間は

24 万円並びに 12 年６月から 13 年１月までの期間は 26 万円とすることが

妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 10 年５月１日から同年６月１

日までの期間、同年 11 月１日から 12 年６月１日までの期間及び 13 年２

 



 

月１日から 16 年９月 21 日までの期間の標準報酬月額については、給与明

細表を所持していないものの、前後の月の給与明細表、預金通帳明細表の

給与振込額及びＣ市から提出された 12 年度から 17 年度までの市民税課税

台帳により推認できる報酬月額又は保険料控除額から、10 年５月及び 10

年 11 月から 12 年４月までの期間は 24 万円、12 年５月及び 13 年２月か

ら 16 年８月までの期間は 26 万円とすることが妥当である。    

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、申立人が所持する給料明細表等

において確認又は推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬

月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が長期間に

わたり一致していないことから、事業主は、給料明細表等で確認又は推認

できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5192 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 47 年７月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を６万 8,000 円とすることが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年６月 25 日から同年７月１日まで 

 私は、申立期間当時、Ｃ市にあったＡ社から同社Ｄ工場に異動になっ

た時も継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記

録が無いので被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された人事記録、回答書及び雇用保険の加入記録から判断

すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社から同社Ｄ工場に異動）

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 なお、異動日については、複数の元同僚は、「Ｄ工場への異動日は昭和

47 年７月１日だったと思う。」と供述していることから、同日とするこ

とが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

47 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、事業主が申立期間に係る申立人の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、申立人の資格喪失日の届出誤りを認めて

いることから、事業主は昭和 47 年６月 25 日を資格喪失日と届け、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 47 年６月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

、

  

  

  

、

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5193 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 86 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主が、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年７月４日 

 私は、平成 15 年７月４日にＡ社から賞与を支給されたが、その賞与

についての標準賞与額の年金記録が無いので、調査の上、年金記録を訂

正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された 2003 年上期賞与支給明細書及び事業主から提出

されたＡ社が加入しているＢ健康保険組合の健康保険被保険者標準賞与決

定通知書により、申立人は、申立期間において、86 万 9,000 円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 

  

  

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5194 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間のＡ事業所（現在は、Ｂ事業

所）における標準賞与額に係る記録を８万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年４月 24 日 

  私は、年金事務所から連絡を受け、Ａ事業所に勤務していた期間を確

認してみたところ、平成 17 年４月の標準賞与額の記録が厚生年金保険

の被保険者記録に反映されていないことが分かった。同年４月の賞与明

細書を提出するので、年金記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準賞与額の記録が厚生年金保険の被保険者記録

に反映されていないと申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

 したがって、申立期間に係る標準賞与額については、申立人から提出さ

れた賞与明細書において確認できる保険料控除額から、８万円とすること

が妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、現在の事業主は不明と回答しているも

のの、上記賞与明細書において申立人に係る賞与支給額及び保険料控除額

が確認できるにもかかわらず、全ての従業員について、オンライン記録に

申立期間の標準賞与額に係る記録が無いことから、事業主は、申立期間に

係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料について

  

  

 



 

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5195 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、平成６年

10 月から７年９月までは 20 万円、同年 10 月から９年７月までは 24 万円、

同年８月から 10 年 10 月までは 28 万円、同年 11 月は 30 万円、同年 12 月

は 28 万円、11 年１月から同年４月までは 30 万円、同年５月から 12 年３

月までは 32 万円、同年４月は 30 万円、同年５月及び同年６月は 32 万円、

同年７月から同年９月までは 30 万円、同年 10 月から 13 年 10 月までは

32 万円、同年 11 月から 14 年３月までは 34 万円、同年４月は 32 万円、

同年５月は 34 万円、同年６月から 15 年２月までは 32 万円、同年３月か

ら同年５月までは 34 万円、同年６月から 16 年９月までは 32 万円、同年

10 月から 17 年４月までは 36 万円、同年５月から同年８月までは 38 万円

に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、事後訂正の

結果、44 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文

の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂

正前の 30 万円とされているが、申立人は、当該期間について、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、平成

17 年９月は 38 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 36 万円、同年 12 月は 38 

万円、18 年１月は 36 万円、同年２月は 38 万円に訂正することが必要で

ある。 

 なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（事後訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 さらに、申立人は、申立期間③に係る標準賞与額について、厚生年金保

険料を事業主により控除されていたと認められることから、申立期間③に

係る標準賞与額の記録を 28 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が、申立人に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

  

  

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 



 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年 10 月３日から 17 年９月１日まで 

 ② 平成 17 年９月１日から 18 年３月６日まで 

 ③ 平成 17 年 12 月 17 日  

  年金事務所から、Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）に勤務していた期間

のうち、平成 17 年４月の標準賞与額（別途申立て）が厚生年金保険の

被保険者期間に反映していないと連絡があったことから、私は、同事業

所で勤務していた全期間の標準報酬月額に係る記録について調べてみた

ところ、いずれの期間の標準報酬月額も、給与から控除された実際の保

険料額に見合う標準報酬月額に比較して低いので、調査訂正してほしい。 

  また、平成 17 年 12 月の標準賞与額も、実際の保険料控除額に比較し

て低いので、併せて調査して訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①について、申立人の所持する給料明細書により、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

  一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、当該期間の標準報酬月額については、給料明細書におけ

る報酬月額又は厚生年金保険料控除額から、平成６年 10 月から７年９

月までは 20 万円、同年 10 月から９年７月までは 24 万円、同年８月か

ら 10 年 10 月までは 28 万円、同年 11 月は 30 万円、同年 12 月は 28 万

円、11 年１月から同年４月までは 30 万円、同年５月から 12 年３月ま

では 32 万円、同年４月は 30 万円、同年５月及び同年６月は 32 万円、

同年７月から同年９月までは 30 万円、同年 10 月から 13 年 10 月までは

32 万円、同年 11 月から 14 年３月までは 34 万円、同年４月は 32 万円、

同年５月は 34 万円、同年６月から 15 年２月までは 32 万円、同年３月

から同年５月までは 34 万円、同年６月から 16 年９月までは 32 万円、

同年 10 月から 17 年４月までは 36 万円、同年５月から同年８月までは

38 万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る上記の標準報酬月額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、給料明細書において確認でき

る報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所

  

  

  

 



 

（当時）で記録されている標準報酬月額が、当該期間の長期にわたり一

致していないことから、事業主は、給料明細書で確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

  ２ オンライン記録によると、申立期間②の標準報酬月額は、当初、30

万円と記録されており、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消

滅した後に 44 万円に訂正されているが、当該額は厚生年金保険法第 75

条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬

月額は、訂正前の 30 万円となっている。 

  しかしながら、申立人の所持する給料明細書により、申立人は、申立

期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認められる。 

  一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給

料明細表により確認できる保険料控除額又は報酬月額から、平成 17 年

９月は 38 万円、同年 10 月及び同年 11 月までは 36 万円、同年 12 月は

38 万円、18 年１月は 36 万円、同年２月は 38 万円に訂正することが妥

当である。 

  なお、事業主が申立人に係る上記の標準報酬月額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、政府の当該保険料

を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 20 年３月６日に、申立

期間に係る標準報酬月額を訂正する旨の届出を行っていることから、そ

の結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

  

  

  

 

  ３ 申立期間③に係る標準賞与額について、特例法に基づき標準賞与額を

決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額又は申立人の賞与額のそれぞ

れに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立人から提出された賞与明細書により、事業主が源泉

控除している保険料控除額又は賞与額に見合う標準賞与額は、いずれも

28 万円であることが確認できることから、申立期間③に係る標準賞与

  

 



 

額を 28 万円に訂正することが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、現在の事業主は不明と回答してお

り、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの賞与に係る届出を社会保険事務所に対して行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

  

  

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5196 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 49 年３月１日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を 12 万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年２月 28 日から同年３月１日まで 

 私は、Ｃ県にあったＡ社から同社Ｄ工場に転勤したが、この間も同社

に継続して勤務していたので、申立期間に係る厚生年金保険の年金記録

が欠落していることに納得できない。調査の上、加入記録を訂正してほ

しい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の人事記録、雇用保険被保険者記録及びＥ健康保険組合の記録から

判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 49 年３月１日に同社

から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

49 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、12 万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 49 年

３月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月

28 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月分

の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付される保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5197 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店

における資格喪失日に係る記録を昭和 38 年１月 11 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年 12 月 31 日から 38 年１月 11 日まで 

私は、昭和 27 年４月から平成４年 10 月末まで、Ａ社に勤務してい

たが、同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に転勤したときの申立期間の記録が欠

落している。毎月の給与から厚生年金保険料が控除されていたので年金

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＢ社が保管する人事記録から判断すると、申立

人はＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。  

 なお、異動日については、Ｂ社は、「申立人は、昭和 38 年１月にＡ社

Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動したが日付の記載されている異動データは残

っていない。」と回答していることから、同社Ｄ支店に係る資格取得日で

ある同年１月 11 日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る昭和 37 年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 6,000 円とす

ることが妥当である。  

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

  

  

  

  

 



 

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 



関東千葉国民年金 事案 4503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年１月から 46 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 44 年１月から 46 年３月まで 

私は、大学在学中の昭和 44 年＊月に 20 歳になったが、亡くなった両

親が、私の国民年金の加入手続をＡ町（現在は、Ｂ市）の役場で行い、

国民年金保険料を納付していたはずであり、申立期間が未加入となっ

ているのは納得できない。調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、亡くなった両親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立期間の保険料を

納付する前提となる国民年金手帳記号番号は、Ｂ市役所への照会、オン

ラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索シ

ステムの調査の結果、申立人に払い出されたことが確認できないことか

ら、申立人は国民年金に未加入であり、制度上、保険料を納付すること

ができない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ておらず、加入手続等を行ったとする申立人の両親は、既に他界してい

ることから、申立期間当時の加入状況及び納付状況は不明である。 

さらに、申立人は、申立期間当時の年金手帳を両親から受け取ってお

らず、保険料の納付についての具体的内容（納付方法、納付額等）も両

親から聞いていないとしている上、申立期間の保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

  



関東千葉厚生年金 事案 5198 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年４月１日から 30 年４月１日まで 

 私は、昭和 28 年４月にＡ社に入社し、30 年３月まで勤務したが、申

立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていないので調査してほし

い。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社での業務内容及び５名の元同僚の氏名を記憶しているこ

とから、申立人が当該事業所の業務に携わっていたことは推認できる。 

 しかし、Ａ社は、昭和 29 年６月１日付けで新規に厚生年金保険の適用

事業所となり、同年８月 30 日付けで適用事業所でなくなっており、当該

事業所の申立期間当時の賃金台帳、源泉徴収票等の所在は不明である上、

当該事業所に係る商業登記簿は、当該事業所が 60 年以前に閉鎖されたた

め既に廃棄されていることから、当該事業所の設立年月日、閉鎖年月日

及び代表取締役を含めた役員氏名を基にした調査を行うことができない。

 また、申立人は、元同僚として５名の氏名を挙げているところ、そのう

ち２名はＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名の記載が無く、

残りの３名は同被保険者名簿に氏名の記載はあるものの１名は既に死亡、

２名は所在不明であり、申立期間当時の事情を確認することはできない。

なお、同被保険者名簿に記載のある者全７名のうち、２名は既に死亡し

ており、残りの５名は所在不明である。 

 さらに、申立人をＡ社に紹介してくれた者は、既に死亡しており、申立

人の当該事業所の入社に関する事情を確認することはできない。 

 加えて、申立期間のＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人

の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

  

 

  

  

  



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



関東千葉厚生年金 事案 5199 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和９年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年９月 25 日から 36 年５月１日まで 

 私は、昭和 27 年３月１日から結婚と出産を理由に退職する 28 年６月

28 日までＡ社に勤務し、脱退手当金を受給した。その後、30 年９月 25

日から 36 年５月１日まで再び同社に勤務した。厚生労働省の記録では、

同社における厚生年金保険の申立期間とそれ以前の期間について、36

年８月 31 日に脱退手当金が支給されたと記録されているが、申立期間

に係る脱退手当金は受給していないので調査してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が受給を認めている期間と申立期間は、オンライン記録上、合算

して脱退手当金が支給決定されたこととなっているところ、申立人の厚

生年金被保険者台帳には、申立人が受給を認めていないＡ社の厚生年金

保険被保険者期間を含め、脱退手当金の算定のために必要となる標準報

酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金を裁定した社会保険事務

所（当時）へ回答したことが脱退手当金の支給決定日である昭和 36 年８

月 31 日の約２か月前の同年６月 28 日に記録されている。 

 また、申立人の申立期間に係る当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されて

いるとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

 さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設

前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給

できなかったのであるから、申立期間の事業所を退職後、昭和 58 年 12

月まで厚生年金保険の加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給すること

に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても、申立期間を含む

  

  



脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見当たらない。 

  これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



関東千葉厚生年金 事案 5200（事案 4888 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年９月 

          ② 昭和 43 年９月 

          ③ 平成 14 年 11 月 

 私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）、Ｃ社及びＤ社を、それぞれ昭和 42 年

９月５日、43 年９月 19 日及び平成 14 年 11 月 20 日に離職となってい

るが、被保険者資格取得に勤務期間の条件は無く、離職月の給与から厚

生年金保険料が控除されているので、それぞれ離職月の１か月を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、Ａ社、Ｃ社及びＤ社

での離職日は、いずれも月の途中であったと供述していること、ⅱ）申立

人の雇用保険の加入記録によると、これらの事業所での申立人の離職日は、

それぞれ昭和 42 年９月５日、43 年９月 20 日及び平成 14 年 11 月 20 日と

記載されており、いずれも月末まで勤務した事実はうかがえないこと、

ⅲ）厚生年金保険法では、第 14 条第２号において、「被保険者は事業所

に使用されなくなった日の翌日に被保険者資格を喪失する。」と規定され、

また同法第 19 条において「被保険者期間を計算する場合には、月による

ものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月

までをこれに算入する。」と規定されていることなどから、既に年金記録

確認千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、24 年 12 月 12 日付

けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回の申立てにおいて、申立人は、日本年金機構の回答書を検証して作

成したとする「消える年金（記録問題）」を新たな資料として提出し、

「厚生年金保険の被保険者資格取得に勤務期間の条件は無く、離職月の給

 



与から厚生年金保険料が控除されているので、申立期間の離職月の１か月

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。」と主張しているが、

当該資料は年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められない。 

  このほかに年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情は見当たらず、申立期間は、厚生年金保険の被保険者となり

得ない期間であったことが認められることから、申立人は、申立期間にお

いて、厚生年金保険の被保険者であったものと認めることはできない。 

  なお、年金記録確認第三者委員会は、厚生年金保険法による記録訂正の

あっせんについては、申立期間における被保険者資格の届出又は保険料の

納付の有無に係る事実認定に基づいて記録の訂正の要否を判断し、また、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律による記

録訂正のあっせんについては、申立期間において事業主により給与から厚

生年金保険料が控除されていたか否かを踏まえ年金記録の訂正の要否を判

断するものであり、これらの法令から離れて資格喪失日の属する月につい

て年金額に反映させることの可否について判断することはできない。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5201 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年２月１日から 54 年３月１日まで 

  私は、昭和 52 年２月から 55 年２月末までＡ社に勤務していたが、申

立期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落していることに納得できな

い。調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人が昭和 52 年５月１日からＡ社に勤

務していたことは認められる。 

  しかし、事業主に申立期間に係る申立人の勤務実態、厚生年金保険の適

用状況及び保険料の控除について照会したが、これらを確認できる関連資

料及び供述を得ることはできなかった。 

  また、当時の社会保険事務担当者は、「基本的には入社と同時に厚生年

金保険に加入させていたと認識しているが、従業員の中には、厚生年金保

険の加入を希望しない者もおり、加入させていなかったこともあった。」

と回答している。 

  さらに、申立人が記憶している元同僚及び健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立期間及びその前後の期間に被保険者記録を有する複

数の元同僚に対し、申立期間に係る申立人の保険料の控除等について照会

したが、申立期間の厚生年金保険の適用及び保険料の控除を確認できる関

連資料や供述を得ることはできなかった。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5202（事案 1276 及び 3474 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を船

舶所有者により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和４年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年１月 13 日から 23 年５月１日まで 

 私は、昭和 19 年９月１日にＡ社に入社し、当初の見習期間を経て、

20 年９月１日に本採用となって以降、23 年４月 30 日まで同社に船員と

して勤務した。ところが、同社での私の船員保険の記録は、本採用とな

った 20 年９月１日から 21 年１月 13 日までの４か月しかないので、見

習期間は仕方が無いとしても、残りの本採用の期間については船員保険

の被保険者記録を認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 21 年１月 13 日から同年４月１日までについては、

ⅰ）複数の元同僚が、「申立人と一緒にＢ船に乗船していたことは間違い

ないが、乗船した期間については記憶が無い。」と証言しており、申立期

間における勤務実態を確認することができないこと、ⅱ）Ａ社は既に解散

しており、申立人が申立期間において船員保険料を給与から控除されてい

たことをうかがわせる事情等は見当たらないことなどから、既に年金記録

確認千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 21 年 11 月 12

日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

  また、申立人は、上記の通知を受けた後、新たな事情及び資料等はない

が、昭和 21 年１月 13 日から同年４月１日までの期間について、社会保険

事務所（当時）が、当初、当該期間の加入を認める回答をしておきながら、

その後、取消したことは納得できないとして再申立てを行っているが、

ⅰ）Ｃ社会保険事務局（当時）は、「Ｄ社会保険事務所（当時）において、

当初の回答書による加入期間に誤りがあったことから、平成 21 年８月７

日付けの回答書により、加入期間の訂正（昭和 20 年９月１日から 21 年１

月 13 日までの期間に訂正）を申立人宛てに通知した。」と回答している

 



こと、ⅱ）ほかに、申立人の申立期間における船員保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことなどを理由として、

既に年金記録確認千葉地方第三者委員会の決定に基づき、23 年５月 11 日

付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

 今回、申立人は、「Ａ社には、昭和 20 年９月１日に本採用となって以

降、23 年４月 30 日まで船員として勤務していたので、そこまでの期間に

ついて船員保険の被保険者記録を認めてほしい。」として再申立てを行っ

ているが、船長が船員手帳を渡してくれなかったとして申立人は船員手帳

を所持していないことから、乗船期間を確認できない上、今回、申立人が

思い出した船長及び元同僚の所在は確認できないことから、当時の勤務実

態及び船員保険料の控除について確認することができない。 

また、当該事業所の船員保険被保険者名簿を縦覧しても、既に確認され

ている記録（昭和 20 年９月１日資格取得、21 年１月 13 日資格喪失）の

ほかに、申立期間における申立人の被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

ほかに年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情も見当たらないことから、申立人は船員保険被保険者として、申立

期間に係る船員保険料を船舶所有者により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

  

 



関東千葉厚生年金 事案 5203 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年７月１月から９年１月８日まで 

  私は、Ａ社の代表取締役を務めていたが、申立期間の標準報酬月額が、

私の知らない間に引き下げられているので、調査の上、年金記録を訂正

してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間において、Ａ社に係る標準報酬月額が 15 万円か

ら９万 8,000 円に私の知らない間に引き下げられている。」と主張してい

る。 

しかし、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってい

るため、賃金台帳等は保管されておらず、その主張する標準報酬月額に見

合う厚生年金保険料を控除されていたかどうかを確認することができない。 

  また、オンライン記録から、申立人は、平成４年１月から在職老齢年金

の受給権を取得し、同月において標準報酬月額が 15 万円であったところ、

同年９月 10 日付けの月額変更届によって、同年７月１日に遡及して９万

8,000 円に引き下げられたことにより、年金の支給停止割合が変更され、

年金額が増額していることが確認できる。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  なお、申立人は、当該事業所の代表取締役であったことが商業登記簿謄

本で確認できるところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

 

 

 



等に関する法律（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、

特例対象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を

履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合

については、記録訂正の対象としない旨規定されている。そのため、仮に、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を給与から控除されていたとしても、申立期間当時、Ａ社の代表取締役

であった申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただし書に規定され

る「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であ

ったと認められる場合」に該当すると認められることから、申立期間につ

いては、特例法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



関東千葉厚生年金 事案 5204 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。    

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：平成 14 年２月１日から 19 年 12 月１日まで 

  私は、平成７年４月１日から 19 年 11 月末日まで、Ａ社に大型トレー

ラーの運転手として勤務していたが、14 年２月から退職するまでの給

与は 26 万円から 44 万円をもらっていたのに､厚生年金保険の標準報酬

月額の記録が 20 万円から 24 万円に減額されているのは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係るＡ社の厚生年金保険の標準報酬月額の相違に

ついて申し立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間のうち、平成 15 年１月１日から 19 年 12 月１日

までの期間について、申立人が所持する 19 年８月から同年 12 月までの給

与明細書、15 年分から 19 年分までの給与所得の源泉徴収票及び預金通帳

の給与振込額により確認又は推認できる保険料控除額に基づく標準報酬月

額は、オンライン記録と一致することから、特例法による保険給付の対象

に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、平成 14 年２月１日から 15 年１月１日までの期

間については、事業主は、当時の保険料控除資料を保持していないと回答

していることから、当該期間に係る報酬月額及び保険料控除額について確

  



認することができない。 

  このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。   

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 




